
 

 

第一六二回 

閣第三三号 

   電波法の一部を改正する法律案 

 電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）の一部を次のように改正する。 

 第二十七条の十九中「第百三条の二第二項第二号」を「第百三条の二第四項第二号」

に改める。 

 第九十九条の十一第一項第一号中「第百三条の二第七項」を「第百三条の二第九項」

に改める。 

 第百三条の二第一項中「次の表」を「別表第六」に改め、同項の表を削り、同条第二

十三項中「第十三項」を「第十五項」に改め、同項を同条第二十五項とし、同条第二十

二項中「第二十項」を「第二十二項」に改め、同項を同条第二十四項とし、同条中第二

十一項を第二十三項とし、第十八項から第二十項までを二項ずつ繰り下げ、同条第十七

項中「第十五項」を「第十七項」に改め、同項を同条第十九項とし、同条第十六項中

「第九項」を「第十一項」に改め、同項を同条第十八項とし、同条第十五項中「第九

項」を「第十一項」に改め、同項を同条第十七項とし、同条中第十四項を第十六項とし、

第十三項を第十五項とし、同条第十二項中「及び第三項」を「、第二項及び第五項」に

改め、同項を同条第十四項とし、同条第十一項を削り、同条第十項中「及び第三項から

第八項まで」を「、第二項及び第五項から第十項まで」に改め、同項を同条第十二項と

し、同項の次に次の一項を加える。 

13 次の各号に掲げる免許人等又は特定免許等不要局を開設した者が納めなければなら

ない電波利用料の金額は、当該各号に定める規定にかかわらず、これらの規定による

金額の二分の一に相当する金額とする。 

 一 地方公共団体が開設する無線局であつて、災害対策基本法（昭和三十六年法律第

二百二十三号）第二条第十号に掲げる地域防災計画の定めるところに従い防災上必

要な通信を行うことを目的とするもの（前項第二号及び第三号に掲げる無線局を除

く。）の免許人等又は特定免許等不要局を開設した者 第一項及び第五項から第十

項まで 

 二 周波数割当計画において無線局の使用する電波の周波数の全部又は一部について

使用の期限が定められている場合（第七十一条の二第一項の規定の適用がある場合

を除く。）において当該無線局をその免許等の日又は応当日から起算して二年以内

に廃止することについて総務大臣の確認を受けた無線局の免許人等 第一項 

 第百三条の二第九項中「第十六項に」を「第十八項に」に、「第十六項後段」を「第

十八項後段」に改め、同項を同条第十一項とし、同条中第八項を第十項とし、第七項を

第九項とし、同条第六項中「第三項及び第四項」を「第五項及び第六項」に、「第六

項」を「第八項」に、「三千四十円」を「掲げる金額」に改め、同項を同条第八項とし、

同条第五項を同条第七項とし、同条第四項中「五百四十円」の下に「（広域専用電波を



 

 

使用する無線局及び当該無線局を通信の相手方とする無線局については、四百二十

円）」を加え、「五百八十円」を「五百七十円」に、「三千四十円」を「別表第八の上

欄に掲げる無線局の区分に従い同表の下欄に掲げる金額」に改め、「の数又は登録局の

数」の下に「（当該包括免許人等が他の包括免許等（当該包括免許人等の包括免許等に

係る無線局と同等の機能を有するものとして総務省令で定める無線局に係るものに限

る。）を受けている場合であつて、当該超えた月の末日現在において当該他の包括免許

等に基づき開設している特定無線局の数又は登録局の数が当該超えた月の前月の末日現

在において当該他の包括免許等に基づき開設している特定無線局の数又は登録局の数を

下回るときは、当該超える特定無線局の数又は登録局の数を限度としてこれらの数から

それぞれその下回る特定無線局の数又は登録局の数を控除した数）」を加え、同項を同

条第六項とし、同条第三項中「五百四十円」の下に「（広域専用電波を使用する無線局

及び当該無線局を通信の相手方とする無線局については、四百二十円）」を加え、「五

百八十円」を「五百七十円」に、「三千四十円」を「別表第八の上欄に掲げる無線局の

区分に従い同表の下欄に掲げる金額」に改め、同項を同条第五項とし、同条第二項中

「第八項の」を「第十項の」に、「又は第九項」を「又は第十一項」に改め、同項第三

号中「電波」を「電波のより能率的な利用に資する技術としておおむね五年以内に開発

すべき技術に関する研究開発並びに既に開発されている電波」に改め、同項第五号中

「第八項及び第九項」を「第十項及び第十一項」に改め、同項に次の一号を加え、同項

を同条第四項とする。 

 六 電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困

難な地域において必要最小の空中線電力による当該無線通信の利用を可能とするた

め、当該無線通信の業務の用に供する無線局の開設に必要な伝送路設備（有線通信

を行うためのものに限り、これと一体として設置される総務省令で定める附属設備

を含む。）の整備のための補助金の交付 

  第百三条の二第一項の次に次の二項を加える。 

２ 前項の規定によるもののほか、広範囲の地域において同一の者により相当数開設さ

れる無線局に専ら使用させることを目的として別表第七の上欄に掲げる区域を単位と

して総務大臣が指定する周波数（三千メガヘルツ以下のものに限る。）の電波（以下

この条において「広域専用電波」という。）を使用する免許人は、電波利用料として、

毎年十一月一日までに、その年の十月一日から始まる一年の期間について、当該免許

人に係る広域専用電波の周波数の幅のメガヘルツで表した数値に当該区域に応じ同表

の下欄に掲げる係数を乗じて得た数値に四千五百八十六万九千八百円（別表第六の四

の項又は五の項に掲げる無線局に係る広域専用電波にあつては、百九十二万八千九百

円）を乗じて得た額に相当する金額を国に納めなければならない。この場合において、

広域専用電波を最初に使用する無線局の免許の日が十月一日以外の日である場合にお

ける当該免許の日から同日以後の最初の九月末日までの期間についてのこの項前段の



 

 

規定の適用については、「毎年十一月一日までに、その年の十月一日から始まる一年

の期間について」とあるのは「当該広域専用電波を最初に使用する無線局の免許の日

の属する月の末日から起算して三十日以内に、当該免許の日から同日以後の最初の九

月末日までの期間について」と、「得た額」とあるのは「得た額に当該期間の月数を

十二で除して得た数を乗じて得た額」とする。 

３ 認定計画に係る指定された周波数の電波が広域専用電波である場合において、当該

認定計画に係る認定開設者がその認定を受けた日から起算して六月を経過する日まで

に当該認定計画に係るいずれの特定基地局の免許も受けなかつたときは、当該認定開

設者を当該六月を経過する日に当該広域専用電波を最初に使用する特定基地局の免許

を受けた免許人とみなして、前項の規定を適用する。 

 第百十六条第二十号中「第百三条の二第三項、第四項、第八項、第九項又は第十六

項」を「第百三条の二第五項、第六項、第十項、第十一項又は第十八項」に改める。 

 別表第五の次に次の三表を加える。 

別表第六（第百三条の二関係） 

無線局の区分 金額 

航空機局又は船舶局 六百円 

使用する電波の周波数の

幅が六メガヘルツ以下の

もの 

六百円 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ 以

下 の 周 波

数 の 電 波

を 使 用 す

るもの 

航 空 機 局

又 は 船 舶

局 以 外 の

もの 空中線電力

が〇・〇一

ワット以下

のもの 

七百円 

一  移動す

る 無 線 局

（ 三 の 項

か ら 五 の

項 ま で 及

び 八 の 項

に 掲 げ る

無 線 局 を

除 く 。 二

の 項 に お

い て 同

じ。） 

  

使用する電

波の周波数

の幅が六メ

ガヘルツを

超え十五メ

ガヘルツ以

下のもの 

空中線電力

が〇・〇一

ワットを超

えるもの 

三 十 八 万

八百円 

   空中線電力

が〇・〇一

ワット以下

のもの 

千四百円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が十五

メガヘルツ

を超え三十

メガヘルツ

以下のもの

空中線電力

が〇・〇一

ワットを超

えるもの 

七 十 六 万

八千円 

   使用する電

波の周波数

の幅が三十

メガヘルツ

空中線電力

が〇・〇一

ワット以下

のもの 

千四百円 



 

 

   を超えるも

の 

空中線電力

が〇・〇一

ワットを超

えるもの 

百 四 十 九

万 七 千 五

百円 

 使用する電波の周波数の幅が百メガヘ

ルツ以下のもの 

六百円 

 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ を

超 え 六 千

メ ガ ヘ ル

ツ 以 下 の

周 波 数 の

電 波 を 使

用 す る も

の 

使用する電波の周波数の幅が百メガヘ

ルツを超えるもの 

五 万 四 千

三百円 

 六千メガヘルツを超える周波数の電波を使用するも

の 

六百円 

設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

一 万 二 千

四百円 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ 以

下 の 周 波

数 の 電 波

を 使 用 す

るもの 
設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

八 千 三 百

円 

 

使用する電波の周波数

の幅が六メガヘルツを

超えるものであつて、

電波を発射しようとす

る場合において当該電

波と周波数を同じくす

る電波を受信すること

により一定の時間当該

周波数の電波を発射し

ないことを確保する機

能を有するもの 

設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

四 千 九 百

円 

  設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

四 千 五 百

円 

二  移動し

な い 無 線

局 で あ つ

て 、 移 動

す る 無 線

局 又 は 携

帯 し て 使

用 す る た

め の 受 信

設 備 と 通

信 を 行 う

た め に 陸

上 に 開 設

す る も の

（ 八 の 項

に 掲 げ る

無 線 局 を

除く。） 
 その他のもの 空中線電力

が〇・〇一

ワット以下

のもの 

五 千 三 百

円 

   空中線電力

が〇・〇一

ワットを超

えるもの 

七 千 九 百

円 

 三 千 メ ガ

ヘ ル ツ を

空中線電力が〇・〇一ワット以下のも

の 

五 千 三 百

円 



 

 

 超 え 六 千

メ ガ ヘ ル

ツ 以 下 の

周 波 数 の

電 波 を 使

用 す る も

の 

空中線電力が〇・〇一ワットを超える

もの 

七 千 九 百

円 

 六千メガヘルツを超える周波数の電波を使用するも

の 

七 千 九 百

円 

使用する電波の周波数の幅が三メガヘ

ルツ以下のもの 

二 百 四 十

五 万 千 四

百円 

三  人工衛

星 局 （ 八

の 項 に 掲

げ る 無 線

局 を 除

く。） 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ 以

下 の 周 波

数 の 電 波

を 使 用 す

るもの 

使用する電波の周波数の幅が三メガヘ

ルツを超えるもの 

八 千 九 百

四 十 六 万

七 千 五 百

円 

 使用する電波の周波数の幅が三メガヘ

ルツ以下のもの 

十 八 万 六

千八百円 

 使用する電波の周波数の幅が三メガヘ

ルツを超え二百メガヘルツ以下のもの 

千 百 八 十

八 万 七 千

五百円 

 使用する電波の周波数の幅が二百メガ

ヘルツを超え五百メガヘルツ以下のも

の 

六 千 百 四

十 二 万 九

千六百円 

 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ を

超 え 六 千

メ ガ ヘ ル

ツ 以 下 の

周 波 数 の

電 波 を 使

用 す る も

の 使用する電波の周波数の幅が五百メガ

ヘルツを超えるもの 

一 億 七 千

七 百 六 十

万 千 八 百

円 

 六千メガヘルツを超える周波数の電波を使用するも

の 

十 八 万 六

千八百円 

使用する電波の周波数

の幅が三メガヘルツ以

下のもの 

設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

九 十 五 万

千七百円 

六 千 メ ガ

ヘ ル ツ 以

下 の 周 波

数 の 電 波

を 使 用 す

るもの 
 設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

四 十 七 万

七 千 二 百

円 

四  人工衛

星 局 の 中

継 に よ り

無 線 通 信

を 行 う 無

線 局 （ 五

の 項 及 び

八 の 項 に

掲 げ る 無

線 局 を 除

く。） 

  設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

九 万 七 千

六百円 

   設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

五 万 二 百

円 



 

 

  使用する電波の周波数

の幅が三メガヘルツを

超え五十メガヘルツ以

下のもの 

設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

千 二 十 八

万 三 千 九

百円 

   設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

五 百 十 四

万 三 千 三

百円 

   設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

百 三 万 八

百円 

   設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

五 十 一 万

六 千 八 百

円 

  使用する電波の周波数

の幅が五十メガヘルツ

を超え百メガヘルツ以

下のもの 

設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

二 千 二 百

七 十 一 万

六 千 二 百

円 

   設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

千 百 三 十

五 万 九 千

五百円 

   設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

二 百 二 十

七 万 四 千

百円 

   設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

百 十 三 万

八 千 四 百

円 

  使用する電波の周波数

の幅が百メガヘルツを

超えるもの 

設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

四 千 二 百

七 万 六 千

五百円 

   設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

二 千 百 三

万 九 千 六

百円 

   設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

四 百 二 十

一万百円 



 

 

   設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

二 百 十 万

六 千 四 百

円 

 六千メガヘルツを超える周波数の電波を使用するも

の 

五 万 二 百

円 

五 自動車、船舶その他の移動するものに開設し、又は携帯して使

用するために開設する無線局であつて、人工衛星局の中継により

無線通信を行うもの（八の項に掲げる無線局を除く。） 

三 千 三 百

円 

特定新規開設局であるも

の 

七 千 四 百

円 

テ レ ビ ジ

ョ ン 放 送

を す る も

の 
その他のもの 二 万 五 千

七百円 

六 千 メ ガ

ヘ ル ツ 以

下 の 周 波

数 の 電 波

を 使 用 す

るもの 
そ の 他 の

もの 

空中線電力

が二百ワッ

ト以下のも

の 

三 万 六 千

五百円 

六  放送を

す る 無 線

局 （ 三 の

項 及 び 七

の 項 に 掲

げ る 無 線

局 並 び に

電 気 通 信

業 務 を 行

う こ と を

目 的 と す

る 無 線 局

を 除

く。） 

  

使用する電

波の周波数

の幅が百キ

ロヘルツ以

下のもの 空中線電力

が二百ワッ

トを超え五

十キロワッ

ト以下のも

の 

十 一 万 四

千二百円 

    空中線電力

が五十キロ

ワットを超

えるもの 

二 百 十 四

万 三 千 四

百円 

   空中線電力

が二十ワッ

ト以下のも

の 

三 万 六 千

五百円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が百キ

ロヘルツを

超えるもの 空中線電力

が二十ワッ

トを超え五

キロワット

以下のもの 

十 一 万 四

千二百円 

    空中線電力

が五キロワ

ットを超え

るもの 

二 百 十 四

万 三 千 四

百円 

 六千メガヘルツを超える周波数の電波を使用するも

の 

二 万 五 千

七百円 

七 多重放送をする無線局（三の項に掲げる無線局を除く。） 九百円 

八 実験無線局及びアマチュア無線局 五百円 

九  その他

の無線局 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ 以

使用する電波の周波数の幅が三メガヘ

ルツ以下のもの 

一 万 八 千

三百円 



 

 

 下 の 周 波

数 の 電 波

を 使 用 す

るもの 

使用する電波の周波数

の幅が三メガヘルツを

超えるもの 

設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

九 十 六 万

四 千 四 百

円 

   設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

四 十 八 万

七 千 八 百

円 

   設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

十 万 六 千

四百円 

   設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

五 万 八 千

七百円 

 設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

二 十 一 万

六 千 三 百

円 

 

使用する電

波の周波数

の幅が四百

キロヘルツ

以下のもの 設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

十 一 万 三

千七百円 

 

三 千 メ ガ

ヘ ル ツ を

超 え 六 千

メ ガ ヘ ル

ツ 以 下 の

周 波 数 の

電 波 を 使

用 す る も

の 

放 送 の 業

務 の 用 に

供 す る も

の （ 多 重

放 送 の 業

務 の 用 に

供 す る も

の を 除

く。）  設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

三 万 千 六

百円 

    設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

二 万 千 三

百円 

   設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

四 十 七 万

二 千 八 百

円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が四百

キロヘルツ

を超え三メ

ガヘルツ以

下のもの 

設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

三 十 一 万

八 千 九 百

円 

    設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

七 万 二 千

六百円 

    設置場所が

第四地域の

区域内にあ

四 万 千 九

百円 



 

 

るもの 

   設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

九 百 二 十

四 万 六 千

五百円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が三メ

ガヘルツを

超えるもの 設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

四 百 六 十

二 万 八 千

八百円 

    設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

九 十 三 万

四 千 六 百

円 

    設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

四 十 七 万

二 千 八 百

円 

  多重放送の業務の用に供するもの 一 万 八 千

三百円 

  使用する電波の周波数の

幅が三メガヘルツ以下の

もの 

一 万 八 千

三百円 

  

放 送 の 業

務 の 用 に

供 す る も

の 以 外 の

もの 
設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

九 十 六 万

四 千 四 百

円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が三メ

ガヘルツを

超え三十メ

ガヘルツ以

下のもの 

設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

四 十 八 万

七 千 八 百

円 

    設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

十 万 六 千

四百円 

    設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

五 万 八 千

七百円 

   設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

三 千 百 九

万五百円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が三十

メガヘルツ

を超え三百

メガヘルツ

以下のもの

設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

千 五 百 五

十 五 万 八

百円 



 

 

    設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

三 百 十 万

九 千 五 百

円 

    設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

百 五 十 八

万 四 千 百

円 

   設置場所が

第一地域の

区域内にあ

るもの 

七 千 六 百

八 十 五 万

千七百円 

   

使用する電

波の周波数

の幅が三百

メガヘルツ

を超えるも

の 
設置場所が

第二地域の

区域内にあ

るもの 

三 千 八 百

四 十 三 万

千四百円 

    設置場所が

第三地域の

区域内にあ

るもの 

七 百 六 十

八 万 五 千

六百円 

    設置場所が

第四地域の

区域内にあ

るもの 

三 百 八 十

七 万 二 千

二百円 

 六千メガヘルツを超える周波数の電波を使用するも

の 

一 万 八 千

三百円 

備考 

 一 この表において「設置場所」とは、無線局の無線設備の設置場所をいう。 

 二 この表において「第一地域」とは、東京都の区域（第四地域を除く。）を

いう。 

 三 この表において「第二地域」とは、大阪府及び神奈川県の区域（第四地域

を除く。）をいう。 

 四 この表において「第三地域」とは、北海道及び京都府並びに神奈川県以外

の県の区域（第四地域を除く。）をいう。 

 五 この表において「第四地域」とは、離島振興法（昭和二十八年法律第七十

二号）第二条第一項の規定に基づき指定された離島振興対策実施地域、奄美

群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条に規定す

る奄美群島、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九

号）第二条第一項に規定する小笠原諸島、過疎地域自立促進特別措置法（平

成十二年法律第十五号）第二条第一項に規定する過疎地域及び沖縄振興特別

措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定する離島を含む市町

村の区域として総務大臣が公示するものをいう。 

 六 六千メガヘルツ以下の周波数及び六千メガヘルツを超える周波数のいずれ

の電波も使用する無線局については、当該無線局が使用する電波のうち六千

メガヘルツ以下の周波数の電波のみを使用する無線局とみなして、この表を

適用する。 



 

 

 七 三千メガヘルツ以下の周波数及び三千メガヘルツを超え六千メガヘルツ以

下の周波数のいずれの電波も使用する無線局については、当該無線局が使用

する電波のうち三千メガヘルツ以下の周波数の電波のみを使用する無線局と

みなして、この表を適用する。この場合において、次のイからニまでに掲げ

る無線局に係る同表の下欄に掲げる金額は、同欄に掲げる金額にかかわら

ず、当該金額と当該無線局が使用する電波のうち三千メガヘルツを超え六千

メガヘルツ以下の周波数の電波のみを使用する無線局とみなして同表を適用

した場合における同表の下欄の金額とを合算した金額から、当該イからニま

でに定める金額を控除した金額とする。 

  イ 一の項に掲げる無線局 六百円 

  ロ 三の項に掲げる無線局 一万千七百円 

  ハ 四の項に掲げる無線局 二千七百円 

  ニ 九の項に掲げる無線局 一万千百円 

 八 次のイからニまでに掲げる無線局のうち第百三条の二第二項に規定する広

域専用電波を使用するものに係るこの表の下欄に掲げる金額は、同欄に掲げ

る金額にかかわらず、当該イからニまでに定める金額とする。 

  イ 一の項に掲げる無線局 五百円 

  ロ 二の項に掲げる無線局 四千百円 

  ハ 四の項に掲げる無線局 二千七百円 

  ニ 五の項に掲げる無線局 千八百円 

 九 特定の無線局区分の無線局又は高周波利用設備からの混信その他の妨害に

ついて許容することが免許の条件又は周波数割当計画における周波数の使用

に関する条件とされている無線局その他のこの表をそのまま適用することに

より同等の機能を有する他の無線局との均衡を著しく失することとなると認

められる無線局として総務省令で定めるものについては、その使用する電波

の周波数の幅をこれの二分の一に相当する幅とみなして、同表を適用する。 

別表第七（第百三条の二関係） 

区域 係数 

一 北海道の区域 〇・〇三〇五 

二 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県の区域 〇・〇五二七 

三 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県及び山梨県の区域 

〇・四四五五 

四 新潟県及び長野県の区域 〇・〇二五一 

五 富山県、石川県及び福井県の区域 〇・〇一六八 

六 岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県の区域 〇・一一九〇 

七 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県の区

域 

〇・一六六七 

八 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県の区域 〇・〇四一六 

九 徳島県、香川県、愛媛県及び高知県の区域 〇・〇二二五 

十 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児

島県の区域 

〇・〇七二四 

十一 沖縄県の区域 〇・〇〇七三 

十二 一の項から四の項までに掲げる区域を合わせた区域 〇・五五三八 

十三 五の項から十一の項までに掲げる区域を合わせた区域 〇・四四六三 

十四 一の項から十一の項までに掲げる区域を合わせた区域 一・〇〇〇〇 

十五 自然的経済的諸条件を考慮して三の項に掲げる区域を総務 〇・二二二八 



 

 

省令で定める二の区域に分割した場合におけるそれぞれの区域

十六 自然的経済的諸条件を考慮して七の項に掲げる区域を総務

省令で定める二の区域に分割した場合におけるそれぞれの区域

〇・〇八三四 

備考 別表第六備考第五号に規定する第四地域及び電波の利用の程度が第四地域

と同等であると認められる区域として総務省令で定める区域に開設される無線

局のみに使用させる第百三条の二第二項に規定する広域専用電波に係るこの表

の下欄に掲げる係数は、同欄に掲げる数値の十分の一に相当する数値とする。 

別表第八（第百三条の二関係） 

無線局の区分 金額 

設置場所が第一地域の区域内に

あるもの 

二千七百二十円 

設置場所が第二地域の区域内に

あるもの 

二千五百円 

一 三千メガヘルツ以下の

周波数の電波を使用する

無線局のうち使用する電

波の周波数の幅が六メガ

ヘルツを超えるもの 設置場所が第三地域の区域内に

あるもの 

二千三百二十円 

 設置場所が第四地域の区域内に

あるもの 

二千三百円 

二 一の項に掲げる無線局以外の無線局 二千五百円 

備考 

 一 この表において「設置場所」、「第一地域」、「第二地域」、「第三地

域」又は「第四地域」とは、それぞれ別表第六備考第一号から第五号までに

規定する設置場所、第一地域、第二地域、第三地域又は第四地域をいう。 

 二 人工衛星局の免許人が当該人工衛星局が使用する電波の周波数と同一の周

波数の電波のみを使用する無線局であつて、陸上に開設するものに係るこの

表の下欄に掲げる金額は、二千二百八十円とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十七年十月一日から施行する。ただし、第百三条の二第二項

第三号の改正規定、同項に一号を加える改正規定及び附則第三条の規定は、公布の日

から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律の施行の日（以下この条において「施行日」という。）前に免許又は

改正前の第二十七条の十八第一項の登録を受けた無線局については、改正後の第百三

条の二第一項、第五項及び第十三項の規定は、施行日以後最初に到来する同条第一項

に規定する応当日又は同条第五項に規定する包括免許等の日に応当する日（以下この

項において「応当日等」という。）以後の期間に係る電波利用料について適用し、応

当日等前の期間に係る電波利用料については、なお従前の例による。 

２ 施行日前に改正前の第百三条の二第十三項の規定により前納された施行日以後最初

に到来する同条第一項に規定する応当日（以下この項において単に「応当日」とい

う。）以後の期間に係る電波利用料は、改正後の第百三条の二第一項の規定により当

該前納に係る期間のうち応当日以後の各一年の期間につき納付すべきこととなる電波



 

 

利用料に、先に到来する一年の期間の分から順次充当するものとする。 

 （政令への委任） 

第三条 前条に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

 （郵便振替法の一部改正） 

第四条 郵便振替法（昭和二十三年法律第六十号）の一部を次のように改正する。 

  第五十一条第一項中「第百三条の二第二項」を「第百三条の二第四項」に改める。 



 

 

     理 由 

 電波の有効利用を推進する観点から、電波利用料の負担の在り方を見直して電波の経

済的価値に係る要素等を勘案した料額を定めるとともに、電波利用共益費用の使途の範

囲を見直す等の必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 

 


